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はじめに
　2015年 １ 月 １ 日、中国で改正環境保護法（以下、改正環境法）が施行され
た。今回改正の対象となった環境保護法は、1989年12月に公布されたもので
あるから、実に25年振りの改正であった。それだけに改正環境法では旧法は
全面的に改められており、全70条のうち旧法がそのまま残されたのは ２ 条の
みであった。
　通常の法律は、立法機関である全国人民代表大会常務委員会において ３ 回
の審議を経て批准・公布されるのが一般的であるが、改正環境法の場合は、
2012年 ８ 月、2013年 ６ 月、2013年10月、2014年 ４ 月の ４ 度の審議と ２ 度の意
見公募が実施されている。
　環境保護法の改正がこのように慎重に行われた背景には、近年における公
害の深刻化と住民の環境意識の高まりやPM2.5に象徴されるような環境汚染
の複雑化などがある。このような現実に対応するため、改正環境法には以下
のような新しい視点からの条文が盛り込まれている。
　第 １ は、従来の環境法規下では日常化していた“執行不厳、違法不究”（法
の執行が厳しくなく、違法しても追究されない）といった状態を改めるため、
環境汚染者には“史上最厳”と称されるほど厳しい罰則が科せられたことで
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ある。同時に、旧法にはなかった取締り側の職責も明示されている。
　第 ２ は、旧法や関連法（民事訴訟法など）では曖昧であった環境汚染に対
する公益訴訟の主体を明確化すると同時に、政府や企業による環境情報の公
開が制度化されたことである。
　また、改正環境法には上述のような内容の充実ばかりでなく、環境関連に
おける最上位の法律として以下のような役割が求められており、それも慎重
審議の一因となったとみられる。
　第 １ は、刑法、刑事訴訟法、侵権責任法などにおける環境関連条項との間
の整合性を図なければならなかったことである。
　第 ２ は、ここ数年来中国では、「大気汚染防治行動計画」「水汚染防治行動
計画」や大気汚染防治法［１］など多数の環境関連法規が立案・改正・施行さ
れてきたが、これら一連の法規に明確な法的根拠を与えることが求められて
いたことである。
　本稿では、上述のような特徴を有する改正環境法の要点をみると同時に、
最近における環境関連法規の整備状況や直面する課題を取り上げ、以下のよ
うな構成で紹介する。
　Ⅰ　環境保護法の改正と主要課題、 １ .草案審議の要点と背景、 ２ .改正
環境法の構成と主要課題　Ⅱ　環境保護に関する法規制の強化、 １ .大気・
水・土壌汚染防止関連法規、 ２ .環境汚染事案と対応例
Ⅰ　環境保護法の改正と主要課題
　１　.草案審議の要点と背景
　1989年公布の環境保護法は、前述のとおり全国人民代表大会常務委員会に
おいて ４ 度の審議を経て改正案が批准されている。草案の修正は主に環境　・　
資源保護委員会と法制工作委員会で実施されてきたが、常務委員会での草案
審議（第 ３ 次まで）における主要課題は表− １ に示したとおりである。
　第３次までの審議における主要課題は、次の ５ 項目にまとめることができ
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よう。即ち、（１）環境政策の位置づけ（２）地方政府・公務員の職責の明確
化（３）汚染責任者に対する罰則の強化（４）汚染防止対策の強化と環境管理
制度の改善（５）環境公益訴訟と情報公開制度の確立である。
　これらの課題が条文としてどのように具体化されたかについては次節でみ
ることとし、以下では（１）〜（３）のテーマに関し、それが審議の焦点となっ
た要因などについて簡単に紹介してみたい。
表− １ 　改正環境法の審議過程
草案審議年月 草案の主要課題
2012年 ８ 月
（第 １ 次審議）
　政府の責任の強調、環境を政績（行政成績）審査の対象
に、企業の汚染防止と突発事故の責任の明確化、環境管理
基本制度の改善、公衆（住民）の環境状況を知る権利と参
与権の強化
2013年 ６ 月
（第 ２ 次審議）
　環境保護を基本国策に、地方政府の環境職責と公務員の
不作為と引責辞職、汚染企業に対する日割計算による上限
のない罰金、企業と責任者の両者を処罰、環境連合会を公
益訴訟における唯一の主体に、越境汚染における協力制度
の確立、環境アセスメントなしでの着工の禁止、住民によ
る情報公開請求を認める
2013年10月
（第 ３ 次審議）
　環境公益訴訟主体の拡大、汚染責任者処罰の強化、政府
責任のより一層の明確化、環境保護政策への財政支出の増
加、環境標準の達成を政績評価の重要な位置に
（出所）『人民日報』2014年 ３ 月 ５ 日より作成。
　（１）環境政策の位置づけ〜基本国策と政績〜
　基本国策とは、国家の経済建設、社会発展や人民生活などにおいて全面的、
長期的かつ決定的な影響を与える基本政策（原則）のことであり［２］これま
でに“土地の合利的利用と耕地の保護”（土地管理法第 ３ 条）、“男女平等の
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実行”（婦女権益保障法第 ２ 条）、“計画生育の実行”（人口與計画生育法第　２　
条）および資源の節約（節約能源法第 ４ 条）などが基本国策とされている。
　環境保護に関しては、2011年12月に公布された「国家環境保護第12次 ５ カ
年規画」の序文で“環境保護は我国の基本国策である”とされているが、法
律で基本国策とされるのは改正環境法（第 ４ 条）が初めてである。環境保護
が基本国策となったこと自体、現在の中国では環境問題が社会的注目を集め
ていることの証左と言えよう。
　政績とは政府や公務員の行政成績のことであるが、2006年頃からは GDP
　（国内総生産）に偏重した経済成長至上主義を見直す動きが各地で散見され
るようになり、2008年には ３ 分の １ の省で政府（行政）の成果と公務員の成
績を環境保護政策と連結する方向での評価方法を模索する動きがみられるよ
うになっている［３］。
　政績評価見直しの動きは、地方の政府部門ばかりでなく、2013年には地方
の党幹部の評価でも本格化している。2013年12月の党中央組織部の「地方党
幹部の政績審査工作を改善することに関する通知」（以下、通知）では、持
続的経済発展、民生の改善、調和社会、生態文明などを審査の重要な内容と
し、資源消費、環境保護、過剰生産の解消および安全生産に関するポイント
を引上げる旨の方針が示されている［４］。
　この通知後、　各省で地方党幹部の政績評価に占める GDP の比率（ポイン
ト）を引下げる動きがみられたが、陝西省では2014年から経済成長率が目標
値を上回わっても加点しないこととし、その分生態環境指標のポイントを従
来の12ポイントから25ポイントへと大幅に引上げている［５］。
　生態環境をより重視する動きは、環境保護法改正の期間を通じて全国的に
拡大しており、　貴州省の場合、　2014年 ７ 月に　「貴州省生態文明建設促進条
例」を公布し、省の88県全体の政績評価方法を見直すと同時に、国家の貧困
救済対象となっている10県では評価指標から GDP を除外し、生態環境や農
業へのポイントの配分を高めている［６］。蘇州市（江蘇省）の場合は、貴州
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省以上に生態環境の重視が顕著であり、同市の面積の37.7％を生態保護区に
指定し、開発行為を禁止している［７］。
　これらの事例では、観光産業への投資を増加させるなど、必ずしも経済成
長を軽視しているわけではないが、環境保護と経済成長のバランスを如何に
保つかは今後の課題であろう。
　（２）地方政府・公務員の職責の明確化
　環境保護政策が重視される中で、しばしば課題となるのが汚染を取締る側
の姿勢である。2013年 ６ 月の第 ２ 次審議会では地方政府の環境に関する職責
と公務員の不作為に対する引責辞職が中心的課題となったようであるが、こ
の問題の要因を元環境保護部部長（大臣）の周生賢氏は次のように説明して
いる［８］。
　即ち、改正環境法が公布される以前の宿痾であった“執行不厳”“違法不究”
　（法の執行が厳しくなく、違法を追究しない）の要因は“三不一乱”現象の
長期にわたる累積や環境法規を執行する基層人員の素質の問題に加え、取締
り側と違法企業間の癒着などに起因する、ということである。
　　“三不一乱”とは、“不会査、不能査　不作為　乱作為”（検査できない、
検査する能力がない、あえて検査しようしない、いい加減に検査する）のこ
とである。その背景にあるのは、環境部門には比較的高い技術水準が求めら
れているにもかかわらず、実際には技術的知識の乏しい人材が第一線で違法
行為の検査にも携わっていることにあるという。
　環境保護部門における人材不足をどう解消するかは長期的視点でみる必要
があるが、現在より大きな社会的関心を集めているのは地方政府の幹部と違
法企業の癒着、即ち、環境汚染をめぐる汚職問題であろう。なかでも監督部
門である環境庁や環境局の幹部による　“権銭交易”（権力と金銭の取引）　や
　“保護傘”（庇護者）事件は重大な汚染事故を招くだけに注目度も高い。
　2010年 ７ 月に福健省上杭県で発生した金・銅精錬工場での事故では、9000
㎥以上の汚染水か汀江に流入し重大な公害を引き起している。事故の原因は、
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県環境局の局長や副局長が精錬方法における違法行為を制止するという職
責を果たさなかったことによるもので、いわゆる“保護傘”事件であった。
2013年に検察が生態環境領域における汚職事件として調査した結果、被害は
死亡25人、重傷12人、経済的損失31億元（約465億円）であったという［９］。
　環境監督部門がその職責を十分に果せない要因は、上述のような人材不足
や汚職問題などばかりでなく、環境保護法そのものにもある。1989年公布の
旧法第39条の前項では、汚染企業・事業単位が期限内に汚染を修復できな
かった場合、国家の定める超過標準汚染排出費の徴収以外に、生じた被害に
応じた罰金を科すかあるいは職責をもって操業を停止、閉鎖することができ
ると規定している。しかし、後項では罰金は環境保護行政主管部門が決定す
るとしながら、職責による操業停止、閉鎖、期限内の修復は人民政府が決定
し、中央直轄の企業・事業単位の操業停止・閉鎖に関しては国務院が批准す
ると規定している。
　この条文からは、環境部門が出来ることは汚染企業からの超過標準汚染排
出に対する罰金の徴収と被害に応じた罰金を科すことに限定されており、操
業停止などの処分を科すことは認められていない。改正環境法の第 ６ 章（法
律責任）ではこの点が大幅に改正されている。
　環境部門における、上述のような職責の弱点を補足し、環境保護を刑事罰
という側面から強化することを目的に公布されたのが最高人民法院と最高人
民検察院による「環境汚染刑事案件処理に関する法律適用の若干の問題の解
釈」（以下、解釈）であった。
　2013年 ６ 月に施行された「解釈」では、刑法338条に規定された重大環境
汚染の内容を14項目に分類し、環境犯罰への刑法の適用を容易にしている。
　　「解釈」の公布以降、重大環境汚染事故犯罪［10］、特に環境監督管理に関
する汚職案件については大きな変化がみられる。
　特徴的なのは重大環境汚染事故犯罪と環境監督管理汚職罪（職責）案件の
関係の変化である。2008から2010年では重大環境汚染と汚職案件（職責を問
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われる犯罰）の件数割合は、11　：　13、18　：　23、19　：　15で平均すればほぼ１　：　
１であったが、2011年から2013年では24　：　11、32　：　14、104　：　12と汚職案件
の比率が低下し、更に「解釈」の施行から2014年10月までにおける比率は
743　：　23と汚職の割合が急激に低下している［10］。
　改正環境法では地方各級政府の環境監督管理の職責内容を定めているが
　（第68条）、職責を全うするためには、「解釈」の例にみられるとおり、環境
保護法とそれ以外の法律における環境関連条項との関係を再調整することが
必要であろう。また環境政策の実施という側面からは、政府各部門との業務
内容の調整も必要であろう（表− ２ 参照）。
表− ２ 　政府各部門の環境関連業務
部門 主な環境関連業務
国家発展改革委員会
省エネ・汚染排出量の総合調整、環境保護経済
政策の改善、クリーン生産の指導
国土資源部
土壌災害防止、地下水の監視・測定、鉱山地質
環境の修復、遺跡保護
住宅・都市農村建設部 生活ゴミ処理工程管理などを推進
水利部 水資源管理、農村の環境保護
農業部 農業生態環境の保護、外来生物の防止
国家林業局 森林火災・生物災害の防止、野生植物保護
国家海洋局 海洋環境の監視・測定
中国科学院
環境政策の研究、環境汚染の監視・測定と防止
の研究
　（出所）『環境保護』2016年No. ３ 〜 ４ 　57頁。
　（３）環境汚染責任者に対する罰則をめぐる問題
　旧環境法には、前述のとおり環境部門による法の執行範囲が限定されてい
たり、職責が明記されていないなどの問題点がみられたが、企業による法の
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順守という側面からも次のような課題が指摘されている［11］。
　それは“守法成本高、違法成本低”（法を順守するコストは高く、違法コ
ストは低い）と称される現象である。旧法第28条では、汚染排出量が国や地
方政府の定めた基準値を超えた企業・事業単位は、国家の規定に基づいて基
準値を超えた部分の汚染排出費を納め、修復の責任を負わなければならない
とし、水質汚染の場合は、水汚染防治法の規定に基づくこととしている。
　2008年 ６ 月に改正・施行された水汚染防治法の第83条では、汚染事故に対
する罰金額は、比較的重大な汚染事故の場合は直接損失額の20％、特別重大
な汚染事故の場合は30％となっている。また第74条では汚染排出量が国家あ
るいは地方政府の基準値を超えた場合は、汚染排出量の ２ 倍以上、 ５ 倍以下
の罰金が科せられることになっている。2000年 ９ 月施行の大気汚染防治法　
では基準を超えた汚染排出の場合、期限内での改善と １ 万元以上10万元以下
の罰金が義務づけられている。
　　“守法成本高、違法成本低”という表現はこれらの罰金や経済的損失への
補償額が少なすぎるということである。負担の軽重は企業規模などによって
異なるが、 １ 日の汚染対策費負担が大きな企業にとっては法律を守る方がコ
ストがかかるということである。水汚染防治法改正の折には改正環境法の要
点の １ つである日割計算での罰金刑（汚染改善命令が通達された翌日から汚
染が改善されるまでの間、罰金額を日割計算で徴収すること）も検討された
が、法制化は見送られたという［12］。
　２　.改正環境法の構成と主要課題
　　“史上最厳”と評価される改正環境法は、 ７ 章70条で構成される。第 １ 章
の総則では環境保護政策を国家の基本政策と位置づけると同時に、環境保護
に関する知識を学校教育に組み込む方針も明示されている（第 ４ 条、 ９ 条）。
第 ２ 章以下の構成は、第 ２ 章監督管理、第 ３ 章環境の保護と改善、第 ４ 章汚
染防止とその他の公害、第 ５ 章情報公開と公衆の参加、第 ６ 章法律責任、第
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　７　章附則である。
　以下では、監督管理制度改革の方行を示した第 ２ 章、環境情報の公開と公
衆の参与（公益訴訟）という新たな制度を取り入れた第 ５ 章および法律責任
を明確化かつ厳格化した第 ６ 章を中心に改正環境法の要点をみることとした
い。
　（１）監督管理制度の改革
　第 ２ 章で最も注目される変化は、環境保護目標責任制と審査評価が制度化
されたことであろう（第26条）。評価に当っては県レベル以上の政府部門で
は環境保護目標達成状況の中に環境保護監督管理担当部門とその責任者およ
び下級人民政府（郷、鎮など）の責任者に関する審査内容を入れ、それを審
査　・　評価の重要指標とすることと、結果の公表を義務づけている。
　環境保護目標責任制という考え方は、「大気汚染防治行動計画」（2013年　９　
月公布）など、ここ数年来相次いで公布された環境関連の政策・法規でも制
度化されており、決して新しい考え方ではないが、改正環境法におけるこの
規定は、一連の環境関連政策・法規に法的根拠を与えるという点で重要な意
味を持つものと言えよう。
　次に注目されるのは、行政区画を跨ぐ環境汚染事故への対応であろう。第
20条では、行政区画を跨ぐ重点地域・流域での環境汚染や生態環境破壊を防
治（防止・処理）するために統一的な規則、標準、監視・測定、防止措置を
設けること、またそれ以外の行政区域では上級人民政府が調整するか当該地
区の政府間で協議し対処する旨規定されている。
　行政区画を跨ぐ環境汚染では、汚染被害者が汚染責任企業所在地の裁判所
に訴訟しても受理されなかったり、県境や省境など監視の行き届かない地域
では取締まっても直ぐに汚染排出企業が操業を再開してしまうなどの問題が
報じられていたが［13］、第20条はこのような問題の解決に向けて第 １ 歩を踏
み出したということであろう。なお、後述するように、環境民事公益訴訟に
関する行政区画間の問題にも新たな法規「環境民事公益訴訟案件適用法律に
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関する若干の問題に関する解釈」（2015年 １ 月施行）が公布されている。
　第 2 章ではまた、環境汚染を法律で抑制するばかりでなく、経済、産業政
策という側面から改善することを目的とした条項も設けられている。第21条
には、政府が財税制、価格や政府による購入などの政策によって、環境技術
　・　設備、資源の総合利用などによる環境産業の発展を奨励・支持することが
明記され、続く第22条では、企業やその他の経営者が汚染排出標準を遵守し
たうえで汚染排出量を削減させた場合、財政、税収、価格、政府による購入
などの政策・措置を通じてそれを奨励・支持としている。
　このように経済、産業政策の側面から汚染を抑制、改善しようという考え
方は、前述の「大気汚染防治行動計画」や所得税法（2008年 １ 月施行）にも
規定されている。例えば企業所得税法では、条件に適合した環境保護や省エ
ネ・節水を実施した企業に対し免税や減税が実施されるばかりではなく　（第
27条）、国家の奨励するハイテク産業を実施する企業の所得税（25％）を
15％に軽減する規定もある（第28条）。
　環境汚染を法律ばかりでなく、経済、産業政策の側面からも抑制しようと
いう考え方は、後述する「水汚染防治行動計画」（2015年 ４ 月公布）にも明
記されており、このような考え方は定着しつつあるとみるべきであろう。
　（２）情報公開・公衆参与（公益訴訟）の制度化
　旧環境法には、個人の被害を補償する規定（第41条）はあったが、個人や
法人が情報公開を求める権利や直接の被害者ではない社会組織などが公益訴
訟を起す権利に関する規定はなかった。従って、改正環境法で公民、法人や
組織が環境情報を享受できる権利や環境保護に参与・監視する権利が認めら
れたことは（第53条）、環境政策における重大な変化と言えよう。
　第55条では、重点環境単位（法人、機関、団体）が社会に対して、主要汚
染物の名称、排出方式、排出濃度と総量、超過標準排出状況および汚染防止
設備の建設と操業状況を公開し、社会の監督を受ることが義務づけられ、第
56条では環境影響評価（アセスメント）の作成と影響を受けることが予想さ
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れる住民への説明と同時に、評価書の批准部門は国家機密と商業秘密事項を
除いて評価書の内容を公開すべき旨規定されている。
　このような情報公開の制度化に加え、第58条では、環境汚染や生態破壊な
ど公共の利益を損なう行為に対して、以下の ２ つの条件に適合する社会組織
が人民法院に提訴できることになっている。即ち、①法律に依拠して市（行
政区画の単位）レベル以上の人民政府の民政部門に登記していること、②環
境保護公益活動に従事し、連続 ５ 年以上違法記録のないことである。
　これらの条件に適合する社会組織が人民法院に提訴した場合、人民法院は
これを受理しなければならないことになっているが、改正環境法が施行され
るまでは、公益訴訟の主体の解釈に関して紆余曲折がみられた。
　2012年 8 月に改正、施行された民事訴訟法（第55条）では、環境汚染や消
費者の合法的権益の侵害など社会公共の利益を損害する行為に対し、法律で
規定された機関や関連組織は人民法院に提訴することが出来ることになって
いるが、第119条では、環境汚染とは明示されていないものの、原告は本案
件に直接利害関を有する公民、法人およびその他の組織として訴訟主体が限
定されている。
　ここで問題となるのは訴訟主体となる“組織”である。自然の友や中華環
境連合会などが民事訴訟法が施行される以前に起した公益訴訟では、勝訴案
件も少なからずあったという。しかし、改正民事訴訟法の施行後は、中華環
境連合会が提訴した ８ 案件のすべてが受理されていない。原因はどのような
　“組織”が訴訟の主体となるのかを人民法院が判断できなかったことによる
という［14］。
　改正環境法の第58条では、前述のとおり公益訴訟の主体は ２ つの条件を満
す“社会組織”となっており、民事訴訟法に比較し公益訴訟の主体が明確に
なり、公益訴訟の範囲も民事訴訟法の“直接利害関係を有する”という限定
されたものから、“社会公共利益を損害する行為”へと拡大されている。
　しかし、　それでも訴訟の主体である　“社会組織”の定義が完全なものと
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なったわけではない。それを補ったのが改正環境法に附随して最高人民法院
から公布・施行（2015年 １ 月）された「民事公益訴訟案件適用法律に関する
解釈」（以下、公益訴訟解釈）である。その第 ２ 条では、改正環境法第58条
で公益訴訟の主体とした“社会組織”について次のように具体的に説明して
いる。即ち、法律・法規の規定に依拠して、市レベルの人民政府の民政部門
に登記した社会団体、民営非企業および基金会“等”を環境保護法第58条で
規定する“社会組織”と認定する。
　ここでは改正環境法にはなかった“等”という表現が使用されており、公
益訴訟の主体の範囲が拡大されている。この　「公益訴訟解釈」の規定でみる
と、全国の有資格社会組織は700団体を越えるという［15］。しかし、実際に訴
訟できるのは専門知識と資金力のある組織に限定されるため、「公益訴訟解
釈」が公布されたからといって、環境公益訴訟が急激に増加することにはな
らない。
　公益訴訟の主体をめぐる問題は、「公益訴訟解釈」の公布によって一段落
したかに見えたが実際には、同一の環境汚染事故に対する私益訴訟と公益訴
訟をどう取り扱うかといった問題や行政区画を跨いだ環境汚染事故の場合、
訴訟案件をどの行政区のどのクラスの人民法院（裁判所）に審査させるかな
どという問題もある［16］。
　　「公益訴訟解釈」の第 ６ 条には、第一審は汚染事故の発生地あるいは被告
の居住地の中級以上の法院とされ、また高級人民法院の批准を経て案件を基
層人民法院に移すこともでると規定されているが、行政区画を跨ぐ汚染事故
の場合、事故の調査をどちらの行政区のどの部門が担当するかによって、審
査を担当する人民法院も変わる可能性もあり、関連部門間の連携の調整が必
要となろう。
　公益訴訟におけるもう １ つの課題は、訴訟主体の １ つである NGO の活動
への規制である。環境保護を目的とした NGO 活動は、人権擁護を目的とし
た NGO とは異って、現在は特別な規制の対象とはなっていないようである
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が、2016年 ４ 月に公布された「海外 NGO の国内活動管理法」では、海外 
NGO の国内での活動が規制される方向にある。この影響は国際基金や海外 
NGO から資金支援を受けている一部の NGO にも及ぶ可能性があり、今後
の動向が注目される。
　（３）法律責任の厳格化
　第 ６ 章は“史上最厳”と称される改正環境法における法律責任を明記した
ものであり、その内容は次の ３ 点にまとめることができよう。①日割計算に
よる罰金の徴収（第59条）、②環境主管部門の権限の強化と他機関・法規と
の連携の明確化（第60〜64条）、③環境主管部門の職責の強化と職責不履行
への罰則（第67、68条）。
　第59条は、汚染防止システムを操業する順法コストばかりでなく違法コス
トも引上げることを目的している。罰金刑の場合、罰金額を汚染防止コスト
を参考に違法行為による直接的損害額、違法所得や汚染排出量などから確定
し、行政命令を拒否した場合、その翌日から確定した罰金額を日割計算で徴
収することとしている。罰金額には上限がないため、違法コストは大幅に引
上げられることになるという［17］。
　環境監督管理部門の職責について、第60条では、基準を超えた量の汚染排
出などに対して、県級（クラス）以上の人民政府の環境主管部門が生産の制
限、停止や改善（修復）などの措置を命ずることができ、重大案件の場合は、
人民政府の批准を経て操業停止や閉鎖を命じることもできると規定し、旧環
境法に比較し大幅に職責の強化が図られている。
　また、他機関との連携という点では、第63条には次のように定められてい
る。犯罪が未成立の段階でも、環境影響評価完了前の建設、汚染排出許可証
なしでの汚染物の排出や暗渠への浸透、数値の改ざんによる汚染物の違法排
出などの違法行為をし、かつ停止命令を拒否した場合は、県級以上の人民政
府の環境主管部門は、その案件を公安機関に移送できる。
　環境主管部門の職責問題に関して、第67条では上級機関の下級機関への監
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督の強化が定められ、第68条では地方各級人民政府、県級以上の人民政府の
環境保護主管部門、その他環境保護監督管理に責任を負う部門では、違反行
為　（ ９ 項目）にかかわった場合、主管部門の人員は、過失あるいは重大過失
が記録されるか降級処分を受け、その度合が重い場合は免職あるいは除名と
なる。主要な責任者の場合は引責辞職と規定されている。
　職責を問う ９ 項目の概要は以下のとおりである。①行政許可に適合しない
案件の認可、②環境違法行為の庇護、③操業停止や閉鎖などの行政命令の未
執行、④汚染物超過標準排出への監督の不行き届きや生態保護の不履行によ
り環境事故を招く行為および環境事故の発見や報告への不対応、⑤計測数値
の改ざんや偽造あるいはそれらの使用の指示、⑥環境保護法に違反する企業
設備差押えの不履行、⑦環境情報の非公開、⑧徴収した汚染排出費の占拠、
留保あるいは流用、⑨法規で規定されたその他の違法行為。
Ⅱ　環境保護に関する法規制の強化
　１　.大気・水・土壌汚染防止関連法規
　2013年秋以降、中国では北京市、天津市、河北省など河北の省・市を中心
に微小粒子状物質（PM2.5）などによる大気汚染が深刻化し、各省・市はそ
れぞれに汚染対策を策定している。このような状況の中で、全国レベルでの
　「大気汚染防治行動計画」（各地方政府が責任を持って執行すべき汚染防止
　・　処理計画）が公布され（2013年 ９ 月）、大気に次いで2015年 ４ 月には「水
汚染防治行動計画」が公布されている。
　以下では、中国における汚染対策の現状を理解する一助として、各行動計
画の概要をみることとする。
　（１）「大気汚染防治行動計画」
　　「大気十条」と略称されるこの行動計画は10条35項で構成される。具体的
な目標としては、2017年までにPM10の濃度を10％以上引下げ、北京市・天
津市・河北省、長江デルタおよび珠江デルタなどではPM2.5の濃度をそれぞ
−237−
れ25％、20％、15％程度引下げ、北京市では年平均濃度を１立法メートル当
り60マイクログラム前後に引下げることとなっている。目標達成のために
2017年までに必要な経費は１兆7500億元（約26兆円）とされ、北京市のみで
も200〜300億元の財政投入が見込まれている［18］。
　大気十条の各テーマと主要目標は以下のとおりである。
　第 １ 条：総合的な防止・修復力の拡大と汚染物排出量の削減。ここでの最
大の目標は石炭火力による小型ボイラーの使用と建設を全面的に禁止し、エ
ネルギー源を電気やクリーンエネルギーに転換させることにある。同時に石
炭火力発電所、製錬所、非鉄金属企業などでは脱硫、脱硝設備などを設置す
ることを奨励している。また、2017年までには2005年以前に登録された“黄
車”（排ガス検査基準には合格したものの実際の排ガス濃度が不安定な車輌）
を全面的に廃車とする、などの目標も挙げられている。
　第 ２ 条：産業構造の最適化。エネルギーの消耗と汚染排出量の多い産業
　（“両高”産業）、特に鉄鋼、セメント、板ガラスなどの淘汰を進め、2015
年には製鉄、製鋼、セメントおよび板ガラス産業ではそれぞれ1,500万トン、
1,500万トン、 １ 億トン、2,000万箱（重量換算）の削減が目標とされている。
これら“両高”産業の淘汰と同時に生産過剰産業についても生産規制や新設
を厳しく取締まることが明記されている。
　第 ３ 条：企業の技術改造、科学技術の革新能力を高める。大気汚染の防止
や測定システムなどの革新技術の育成など。
　第 ４ 条　：　エネルギー構造を調整し、クリーンエネルギーの供給を増加させ
る。
　第 ５ 条　：　省エネ指標の厳格化と産業構造の最適化。産業分布の調整、省エ
ネ指標の強化などを実施し、汚染排出総量の抑制を実施。全国の47都市では、
火力発電、製鉄、石油化学、セメント、非鉄金属などの企業の新設を規制する。
　第 ６ 条：市場メカニズムによる環境経済政策を推進する。この方針は前述
のとおり改正環境法の第21、22条でも明記されていたが、「大気十条」では
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その内容がより具体的となっており、生産コストと連動させた段階的な電力
小売価格の設定、“両高”産業の輸出還付税の見直し、石炭などに対する資
源税の改革［19］、ハイテク産業に対する企業所得税優遇措置などが挙げられ
ている。
　第 ７ 条：法規の健全化と法に依拠した厳格な監督管理。違法行為に対する
処罰の強化、公益訴訟制度の健全化、環境税法の起草や重点産業における排
出標準と自動車の燃料消費量標準の改正などの目標とともに、環境監視管理
能力や環境保護法の執行能力の強化などが明記されている。
　第 ８ 条：地域間での環境管理協力システムの構築。北京市・天津市・河北
省や長江デルタなどPM2.5の濃度引下げ目標が定められた重点地区では、地
域間協力システムを設けること、また重点地区ではPM2.5、非重点地区では
PM10抑制の目標任務を経済社会発展計画において約束性指標（行政が責任
を持って達成すべき指標）して組み込むことが義務づけられている。また職
責の欠如などで汚染改善効果がみられなかったり、数値の偽造や年度目標任
務が未達成の場合、観察機関が法規に基づいて責任者を追究することとなっ
ている。
　2014年 ４ 月には、本条項を補則する形で「大気汚染防治行動計画実施情況
考核（審査）弁法」が公布され、大気の質の改善や大気汚染防止重要任務完
成情況の審査の基準値が示されている［20］。
　第 ９ 条：監視測定・応急警報システムの確立と重大大気汚染への適切な対
応。北京市・天津市・河北省、長江デルタ、珠江デルタ地区では2014年まで
に、その他の省・市では2015年末までに重大大気汚染に対する測定・警報シ
ステムを完成させ、重大大気汚染を地方人民政府の突発事件応急管理体制に
組み入れる。
　第10条：政府、企業の社会的責任の明確化と全住民の環境保護への参与。
地方人民政府は行政区内の大気環境に全責任を負い、重点任務と年度制御指
標を確定し、公開する。企業には大気汚染防止・処理の責任主体として社会
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的責任を負うと同時に社会から監督を受けることが義務づけられている。
　（２）「水汚染防治行動計画」
　10条35項で構成される「水十条」が公布されたのは2015年 ４ 月であった。
この前年の2014年の10大河川流域［21］における水質を2011年と比較してみる
と、Ｉ〜Ⅲ類（飲用水源として利用可能な水質）は71.2％で2011年の61.0％
よりかなり改善されている。その分Ⅳ〜Ⅴ類（Ⅳ類は工業用かプール用を
除く娯楽施設用、Ⅴ類は農業灌漑用水以外に利用できない程度の水質）は
19.8％で2011年の25.3％より低下している。問題は劣Ⅴ類（Ⅴ類以下、農業
用水にも適さない水質）で、2014年は9.0％と2011年の13.7％よりは改善さ
れたものの、10大河川流域の10％近くが依然としてかなり汚染度の高いまま
であることがわかる［22］。
表− ３ 　10大河川流域の劣Ⅴ類の変化（％）
長江 黄河 珠江 松花江 淮河 海河 遼河 浙江・福建 西北 西南
2012 4.4 18.0 3.7 5.7 17.9 32.8 14.５ 0.0 2.0 0.0
2013 3.1 16.1 5.６ 5.7 11.7 39.1 　5.4 0.0 2.0 0.0
2014 3.1 12.9 3.７ ４.6 1４.9 37.5 　7.３ 0.0 2.0 3.2
　（出所）2012、2013年は自然之友編『中国環境発展報告』社会科学文献出版社、2014
年版282頁、2015年版212頁。
2014年は『中国環境年鑑』2015年版241〜243頁。
　10大河川流域の劣Ⅴ類の変化の状況は表− ３ に示したとおりであるが、全
体としては水質は改善されつつはあるものの、天津市を流れる海河に限っ
ては30％以上が劣Ⅴ類のままである。水質汚染は三大湖と称され太湖、巣
湖、滇湖でもみられ、2014年おける劣Ⅴ類の割合はそれぞれ8.8％、27.3％、
18.8％と高い。
　　「水十条」はこのような水質汚染の現状に対応するために2014年年初から
環境保護部で審議が開始され、 １ 年以上の時を経て公布されたもので、単に
地表水の水質改善ばかりでなく、地下水の超過汲み上げの規制や近海の水質
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改善をも目標としている。2020年までの主要目標としては、①７大河川流域
のⅠ〜Ⅲ類の割合を70％以上とし、都市飲用水水源のⅢ類以上の割合を93％
以上に引上げる。②都市部の異臭を放つ汚水の割合を10％以内に抑える。③
全国の地下水の水質格差を15％以内に抑え、沿岸海域の70％前後をⅠ、Ⅱ類
とする、など具体的な数値が示されている。
　第 １ 条：汚染物の排出を全面的に抑制する。2016年末までに、製紙、製靴、
捺染、製油、砒素精錬、農薬製造、電気メッキなど10種類の小規模企業にお
ける重大な水質汚染生産を取締まると同時に、2017年末までに製紙、製鉄、
製薬産業などの産業で技術改造を通じて排出汚染物の質的転換を図る。2017
年末までに工業地区では汚染水の集中処理施設と自動計測装置の設置を行う。
　都市の汚水処理施設の建設・改造によって生活水汚染を防止する。2020年
までに県庁所在地やその他の地方都市での集中汚水処理能力を85％、90％前
後まで引上げる。農村では2016年から畜舎における雨水と汚染水の分流と資
源化利用を実施する。
　第 ２ 条：経済構造転換と高付加価値化。2015年からは水質改善と産業発展
状況を勘案して、　年度別の淘汰方案を制定する。開発区では水質資源に配慮
し、　　７　大河川の流域では石油化学、化学原料、製薬、化学繊維などの環境リ
スクを厳しく規制する。工業用水の循環利用を促進し、2020年までに水不足
地域での水再生利用率を20％以上とする。
　第 ３ 条：節水による水資源保護。総用水量を抑制し、2020年における全国
の用水総量を6,700億㎥以内とする（2014年は6,094億㎥）。都市の節水を強
化し、節水基準に適合しない設備の生産を禁止とする。50年を超える水道管
を更新し、2017年には公共配水管の漏水率を12％以内に抑え、2020年には
10％以内とする。
　第 ４ 条：科学的支援の強化。技術改善の成果を飲用水の浄化、節水、汚水
の処理と循環利用、城市雨水の集中利用などに活用する。
　第 ５ 条：市場メカニズムを充分に発揮させる。県級以上の都市では2015年
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末までに住民の水道料金を全面的に累進価格制度とし、農業用水価格も全面
的に改革する［23］。都市の汚水処理量、汚染排出費および水資源費の徴収管
理方法を改正する。省エネ・節水、資源の総合利用などに対し税制面で優遇
措置を採ると同時に、国の奨励する大型環境設備の生産、設備製造に不可欠
な部品・原材料の輸入は免税とする。環境税の立法化と資源税の改革を早急
に進める。
　環境設備生産に多元的な融資を実施し、政府の環境保護事業への財政支出
を拡大する。
　第 ６ 章：監督管理を厳格化する。注目すべきは汚染排出製造業に対する厳
しい措置であろう。基準や総量規制を超過して汚染を排出した企業に対して
は“黄牌”（イエローカード）が出され、一律に生産規制あるいは生産停止
とされ、汚染の著しい“紅牌”（レッドカード）企業は一律に操業を停止と
される。
　第 ７ 章：水環境管理の強化。汚染物排出総量の規制強化や汚染排出許可証
の審査発給制を推進する。
　第 ８ 条：水資源生態環境保護の保障。飲用水の水源の安全、重点流域の汚
染防止、沿岸海域の環境保護と同時に都市における異臭水源の改善などが目
標とされている。
　第 ９ 条：職責の明確化。地方政府の水資源環境保護における責任の強化が
主要目標となっている。
　第10条：公衆の参与と社会監督の強化。法規に基づいて環境情報の公開、
社会的監視の強化が主課題。
　（３）「土壤汚染防治行動計画」
　環境保護部と国土資源部が2005年 ４ 月から2013年12月の期間、中国で初め
てとなる全国規模での土壤汚染状況調査を実施したが、その結果、調査地点
の16.1％の汚染度が基準値を超えており、耕地の場合その割合は19.4％と高
くなることが判明している。地域別では長江デルタ、珠江デルタおよび東北
−242−
　3　省の旧工業地区の汚染度が高く、西南、中南地区ではカドミウム、水銀、
砒素、鉛などによる重金属汚染が広範囲で確認されている［24］。
　このような状況の中で、「土壤汚染防治行動計画」（「土十条」）も2014年　３　
月には草案の審議が始まっていたが、公布されたのは2016年 ５ 月であった。
前述の「土壤汚染調査」も ８ 年もの歳月を費やしているが、土壤汚染は大気
や水汚染に比較し、汚染要因が複雑で、　調査対象地点の選択も難しいなど
様々な要因があり、「行動計画」の作成もそれだけ容易ではなかったという
ことであろう。
　　「土十条」も「大気十条」や「水十条」と同じく、10条35項で構成される
が、　その主要目的は2020年までに、　汚染土壤と耕地それぞれの　“安全利用
率”を90％まで引上げ、2030年までには95％まで引上げることにある。
　第 １ 条：土壤汚染状況の調査。農業用地と重点産業の企業用地を中心に土
壤の汚染状況を調査し、2018年までに汚染面積、農産物への影響を、2020年
までには企業用地汚染の分布とリスク度を把握する。2017年までに土壤汚染
測定地点を設定し、2020年までには全県に測定拠点を設ける。
　第 ２ 条　：　土壤汚染防止の法制化と基準の確立。「土壤汚染防治法」を起草し、
2016年までに農薬管理条例を改正し、2017年末までには農薬包装物回収処理
などの規定を公布する。また2017年末までには農業用地と建設用地の環境標
準を公布する。カドミウム、水銀、砒素、鉛、クロムなどの重金属や石油化
学汚染物などの管理を強化する。
　第 ３ 条：農業用地の分類管理の実施と生産環境の保障。農業用地を汚染度
によって ３ 分類し、重度汚染地の管理を強化する。農業用地集中地区におけ
る非鉄金属の精錬、石油加工、電気メッキ、製靴などの産業を規制する。
　第 ４ 条：建設用地の使用を許可制とし、居住地の環境リスクを防ぐ。2016
年末までに、建設用地の土壤評価技術・規定を確立する。
　第 ５ 条：未汚染土壤の保護と新規汚染の抑制。未利用地の環境管理強化し、
建設用地の新規汚染を防止する。
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　第 ６ 条：汚染の監視・管理を強化し、土壤汚染の予防を実行する。各地で
工鉱業企業の分布と汚染物排出状況に基づいて、重点監視・管理企業の名簿
を作成し、公開する。鉱山資源開発と重金属産業の汚染防止を強化する。
　第 ７ 条：汚染の防止・修復の推進と土壤の改善。汚染防止・処理と修復の
主体と責任を明確にする。
　第 ８ 条：科学技術、研究開発を強化し、環境保護産業の発展を推進する。
2017年末までに奨励すべき土壤汚染防止・処理技術、設備の目録を交付する。
　第 ９ 条：政府が主導力を発揮し、土壤環境の管理システムを構築する。国
家が統一して計画を策定し、省が総責任を負い、市・県が実施するという原
則に基づいて、土壤環境の管理体制と土壤汚染防止・処理の責任体制を確立
する。
　第10条：審査の強化と責任追求の厳格化。地方政府を本行政計画の責任主
体として、2016年末までに、それぞれの土壤汚染防止・処理方案を策定する。
企業は土壤汚染防止・処理を環境リスク体系に組み入れ、法規に基づいた建
設や汚染処理施設の操業を行う。
　　「土十条」　の概要は以上であるが、「大気十条」　や「水十条」の条文に比
較し、具体性に欠けるが、それは次の ２ つの理由によるものであろう。第　１　
は「大気十条」や「水十条」にはすでに依拠すべき法規、即ち大気汚染防治
法（1995年 ８ 月公布、2000年 ４ 月改正、2016年 １ 月改正・施行）や水汚染防
止法（1986年 ５ 月公布、　1996年 ５ 月改正、2008年 ６ 月改正・施行）があった
ことによる。第 ２ は土壤汚染は大気からの汚染物の沈降や汚染水の排出によ
る部分が大きく、単独での汚染防止策の策定には限界があるからであろう。
　２　.環境汚染事案と対応例
　改正環境法の第 ６ 章に“法律責任”が明記されたことによって、環境汚染
に対する環境保護部門の対応は、公安機関や検察院などとの連携の強化も
あってより厳しくなりつつある、以下では、実際の汚染事案に対し、どのよ
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うな対応が採られてきたのか、改正環境法の施行によってどのような変化が
生じつつあるのかを若干の事例からみてみたい。
　（１）危険物の不法投棄をめぐる公益訴訟［25］
　江蘇省の公益団体である泰州市環保連合会（以下、連合会）が2014年 ９ 月
に同市の ６ 企業を相手に訴訟を起こしている。起訴された ６ 企業はいずれも
化学工業会社で、2012年 １ 月から2013年 ２ 月の期間、塩酸や硫酸などの副産
物である危険廃棄物をトン当り20〜100元で危険物処理資格を取得していな
い企業へと売り渡し、その企業が泰州市を流れる ２ 本の河川に不法投棄（約
　２　万トン）を繰り返していたことが起訴の原因であった。
　2014年 ８ 月には泰州市人民検察院［26］が被告 ６ 企業と責任者14名に、それ
ぞれ ２ 〜 ５ 年の懲役刑と16〜41万元の罰金刑を科していたが、 ９ 月に入って
同検察院の支援の下に、連合会が泰州市中級人民法院（裁判所）に民事賠償
を求めて起訴している。
　一審（中級人民法院）の判決では、６ 企業に汚染修復費用として １ 億6,000
万元（24億円相当）の賠償金を科しているが、これは環境領域における賠償
金額としては過去に例を見ない高額なもので、社会的な注目を集めることと
なった。
　この判決を不服として被告側は江蘇省高級人民法院に控訴したが、二審の
判決は一審の判決における賠償の履行期間や方式などには関連法規との関係
で若干の修正箇所はあるとしたものの、基本的に合法とし控訴を却下するも
のであった［27］。2014年12月に下された高級人民法院の判決は、 ６ 企業に　１　
億6,066万6,745元の賠償を命じるものであった。その法的根拠は「環境汚染
損害鑑定評価工作に関する若干の意見」（2011年公布）などによるものであっ
た。また被告側の責任や汚染行動と損害の因果関係に関しては、水汚染防治
法の第29条第一項、侵権責任法の第65、66条および民事訴訟法の第170条第
一項など［28］の法的根拠により一審判結を合法としている。
　また被告側からは原告の資格が民事訴訟法第55条や改正環境法第58条の規
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定する“社会組織”に適合しないという訴えもあったが、連合会は2013年12
月に環境保護関連組織として泰州市に登録されていたため、この点も被告側
の主張は退けられている。ただ民事訴訟法第119条の“原告は本案件と直接
利害関係を有する公民、法人およびその他の組織”とする規定がどう解釈さ
れたかは定かではない。
　その他若干の疑問点としては、連合会への支払いを命じられた多額の賠償
金の使途が明示されていないこと、検察機関がどこまで公益訴訟に介入でき
るかということである。前者に関しては賠償金の使途に関する規定が必要で
あろうし、後者の場合は憲法（第129条）で“国家の法律監督機関”と定め
られた検察機関が公益訴訟にどこまで関与できるのかという点である。
　（２）検察機関主導による汚染事案の解決［29］
　この汚染事案は、内モンゴル自治区、寧夏回族自治と甘粛省に跨る謄格里
砂漠で発覚したものである。砂漠に隣接する ３ 省・自治区のそれぞれに工業
団地があり、そこの化学工業企業が工業廃水を私設の暗渠などと通じて砂漠
に排出していたもので、表面の草木が枯れたばかりでなく、異臭が牧畜を営
む人々に重大な影響を与えつつにあった。
　1998年から最高検察院が主導して調査を開始した2014年 ９ 月までの間にお
ける排出汚染物の量は、寧夏の工業団地の １ 企業だけで硫酸や硝酸の処理液
が350万トン以上、危険廃棄物が19万トンに及んだとされる。
　2014年 ９ 月から最高検察院は公安部、環境保護部と共同で監督組織を立ち
上げ、同時に ３ 省・自治区の検察機関に調査、立件への介入を指示している。
これにより公安機関が寧夏工業団地の ３ 企業の犯罪案件を検察機関に移送　・　
起訴する一方、検察機関は汚染事件背後の“保護傘”を捜査し、公務員 ４ 名
を汚職罪で起訴することとなった。2015年10月には起訴案件の一部で環境汚
染罪、汚職罪の一審判決が下されているが、このような広範囲に及ぶ汚染事
故が長年放置されてきた要因は、地域の環境監督管理部門の監督能力不足や
地方政府の“不作為”、“保護傘”にあるとされる。
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　謄格里砂漠の汚染事故に関しては、2010年には製紙工場による砂漠への汚
染物違法投棄が発覚しており、2012年には中央電視台（中央テレビ局）も工
業団地企業の汚染行為を暴露し、周辺住民による関連部門への報告もあった。
環境保護部門は工業団地へ改善を通達したものの、監督が不十分で問題の解
決には至らず、“砂漠汚染の背後には監視・管理の砂漠がある”という情況
であったという。地方政府が企業の違法行為に“不作為”“保護傘”を決め
込む最大の要因は GDP による政績評価にあったが、大型工業団地の場合は、
税収、雇用など地域経済に与える影響も大きく、環境政策重視への転換は容
易ではなさそうである。
　（３）汚染排出企業における測定数値の偽造［30］
　政府が環境政策を重視し、環境監視・測定システムへの財政支出を増加さ
せている一方で、企業では新たな形での違法汚染排出が増加しているという。
それは汚染排出企業による測定数値の偽造である。山東省の場合、2014年に
数度にわたって企業の汚染物違法排出を取り締ったが、その中で15企業の汚
染排出数値に偽造がみられた。
　山東省では2007年から全省で汚染源自動監視・制御装置などの設置を義務
化し、廃気、廃水の多い企業での装備を推進してきたが、汚染排出の末端で
ある自動監視・制御装置に手を加え汚染物の排出量を少なくみせる現象が増
加している。監視・制御システムの数値を偽造する方法は、システムのソフ
トに手を加えるものとハードを改造するものに大別されるという。前者では
実際の排出濃度が1,000㎎／１㎥の場合、ソフトの計算式に0.1㎎／㎥とい
う助変数を加えることで排出濃度を10分の１にすることができ、後者ではシ
ステムそのものに濃度希釈装置などを付けることで実際より低い排出濃度
　（量）が得られることになる。
　企業がこのように、ソフトやハードシステムを改造し、排出汚染の数値を
偽造するのは、汚染処理コストが高いためである。例えば汚水の場合、排出
前の処理コストは一般に ５ 元／㎥強であるが、成分の複雑な汚水になると十
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数元から数十元になり、廃気の場合には１日当りの処理費が数万元から十数
万元になるとされる。
　数値の偽造には、経済的負担の重さに加え、それを可能にする監視・制御
システム運営上の問題もある。汚染排出を監視・制御するシステムの設置は
汚染排出企業の負担で行われるが、日常の運営・維持は専門の会社に委託さ
れ、監視施設を開けられるのは環境保護部門と運営専門会社の関係者に限定
されている。しかし、汚染排出数値の偽造が見つかった15企業の一部では、
業務提携の解消などを理由に運営専門会社を強迫して、施設の暗証番号を入
手した例もあったという。
　数値の偽造にはこの他に“違法成本低”の問題もある。偽造行為に対する
罰金は一日の汚染処理費用より低く、企業に対する懲戒的意味がほとんどな
いのが現状である。改正環境法では測定数値の偽造案件は公安機関に移送す
るなど刑事罰の対象となっているが（第63条）、罰金額を被害額を基礎に算
出するなど、より厳しいものにする必要があろう。
今後の課題
　改正環境法の公布・施行を契機に、環境汚染事故への対応において、環境
保護部門と検察や公安機関との業務連携が密接となり、法律の適用面でも行
政法、民法、刑法間の接続が図られつつある。しかし、実際の汚染事故処理
面では“不作為”などの人的要因ばかりでなく、法規の整備や執行面からの
問題もみられる。
　環境保護に関する法律の中で、最も公布の待たれているのが「土壌汚染防
治法」であろう。環境関連の法規数は、法律30本、行政法規90本と充実して
いるものの「基礎的な法律面で空白があるとされるのが「土壌汚染防治法」
と「核安全法」である［31］。このうち「土壌汚染防治法」については、2014
年　４　月の時点で“草案は初歩的に作成済み”［32］とされていたが、2016年10月
現在、未公布のままである。「土十条」の執行や汚染の修復責任などを示す
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基本法だけに、公布時期への社会的関心も高い。
　2015年秋の党第18期 ５ 中全会では、環境管理制度に関する重点政策とし
て、省以下の環境保護機構を垂直的に管理する制度が提起されていたが、そ
の目的は“責任が履行されない、法に従わない、法執行が厳格でない、違法
が追究されない”といった下部機構の法律執行上の問題を改めることにあっ
た［33］。垂直的な機構の確立と法執行の強化のためには新たな制度と依拠す
る法律が必要となろう。
　2015年 ６ 月、「環境保護税法」に関する意見公募草稿が公布された。環境
保護税は、2013年11月の党第18期 ３ 中全会において“環境保護費改税”（環
境保護における費用徴収を税の徴収に改める）としてその導入が決定されて
いたもので、 ２ 年後にようやく草案が審議に入ったことになる。
　2015年 １ 月施行の改正環境法では、前述のとおり、第21条、第22条で財政、
税制、価格、政府購入などの経済手段による環境産業の育成と企業の汚染排
出削減支持を規定している。この ２ 条に加え第43条では“法律規定によって
環境保護税を徴収する場合は、汚染排出費（基準を超えた排出量に対して徴
収される費用）を徴収しない”と定めており、いずれの条項もその前提に環
境保護税の導入がある。
　課税対象の範囲・税率をどうするかなど難しい問題もあるが、環境保護税
法の施行は、改正環境法ばかりでなく、「大気十条」や「水十条」の目指す
市場メカニズムの導入による省エネ政策へのプラスの影響も大きいだけに早
期の公布が望まれる。（追記：2016年12月26日、全人代常務委員会は、2018
年 1 月 1 日から「環境保護税法」を施行する旨の法案を可決している。）
　〔注〕
　［ １ ］防治とは予防と治療（修復）の意。
　［ ２ ］最高人民法院環境資源審判庭編著『中華人民共和国環境保護法〜条文
理解與適用』人民法院出版社　2014年11月、25頁。
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　［ ３ ］『人民日報』2008年 ６ 月11日。
　［ ４ ］新華社通信　2013年12月 ９ 日。
　［ ５ ］『人民日報』2014年 ８ 月26日。
　［ ６ ］『人民日報』2015年 １ 月12日。
　［ ７ ］『人民日報』2015年 １ 月17日。
　［ ８ ］自然之友編『中国環境発展報告2015』社会科学文献出版社　67〜68頁。
　［ ９ ］『人民日報』2014年 ６ 月13日。
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　［11］『人民日報』2013年 ７ 月11日など。
　［12］『人民日報』2013年 ５ 月18日。
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　［14］注［ ８ ］に同じ、64頁。
　［15］注［ ７ ］に同じ。
　［16］司法機関（裁判所）は、最高人民法院、高級人民法院（省クラス）、
中級人民法院（地区、自治州クラス）および、基層人民法院（県クラ
ス）で構成される。
　［17］「人民日報」2014年 ４ 月29日。
　［18］『日本経済新聞』2013年10月15日。
　［19］2011年11月施行の「資源税暫行条例」では石油・天然ガスへの課税は
従量税から従価格税へと改められたが、石炭、コークスなどは従量税
のままであった。
　［20］審査の対象は、質の改善ではPM10とPM2.5の年平均濃度降下率のみ
　（100ポイント）であり重点任務完成情況では審査の対象が産業構造
の最適化（10ポイント）、工業汚染処理（15ポイント）、大気環境等々
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は（16ポイント）など10項目に分けられ合計が100ポイントとなって
いる。
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　［22］2012、　2014年の数値は、『中国環境年鑑』　2012年版302頁、　2015年版
240頁。
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　［24］『人民日報』2014年 ４ 月18日。
　［25］「泰州市環境保護連合会訴江蘇常隆農化有限公司等六公司重大環境汚
染評析『環境保護』2016年No.10　47−49頁。
　［26］検察機関は最高人民検察院、地方各級（省、自治区、県）人民検察院
と専門人民検察院から構成される。
　［27］中国は二審制でありここでの判決が結審となる。
　［28］「水汚染防治法」（2008年 ６ 月施行）第29条：水への油類、酸液、塩液
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